
 

 

 

 

令和８年度 
 

 

東栄町特定環境保全公共  

下水道事業特別会計予算  

説明書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



目    次 

 

 

令 和 ８ 年 度 予 算 実 施 計 画・・・・・・・・ １ 

 
令和８年度キャッシュフロー計算書・・・・・・・・ ５ 

 
給 与 費 明 細 書・・・・・・・・ ７ 

 
継 続 費 に 関 す る 調 書・・・・・・・・ ９ 

 
令和８年度予定損益計算書 ・・・・・・・・１０ 

 
令和８年度予定貸借対照表 ・・・・・・・・１１ 

 
令 和 ８ 年 度 注 記 表・・・・・・・・１３ 

 
令和７年度キャッシュフロー計算書・・・・・・・・１５ 

 
令和７年度予定損益計算書 ・・・・・・・・１７ 

 
令和７年度予定貸借対照表 ・・・・・・・・１８ 

 
令 和 ７ 年 度 注 記 表・・・・・・・・２０ 

 
令和７年度予算実施計画明細書・・・・・・・・２２ 

 

 



 



 款 項 目 予 定 額
（千円）

01 下水道事業 133,862

   収益

01 営業収益 46,238

01 下水道使用 46,235 下水道使用料金

   料

03 その他営業 3 督促手数料他

   収益

02 営業外収益 87,624

02 他会計補助 42,196 一般会計補助金

   金

03 長期前受金 44,998 長期前受金戻入

   戻入

04 消費税及び 429

   地方消費税

   還付金

05 雑収益 1

令和　８年度 当初予算実施計画
収益的収入及び支出

収  入

備　　　考
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 款 項 目 予 定 額
（千円）

02 下水道事業 168,862

   費用

01 営業費用 163,783

01 下水道管理 67,921 下水道管理費

   費

02 減価償却費 95,862 減価償却費

02 営業外費用 4,579

01 支払利息及 4,579 企業債利息

   び企業債取

   扱諸費

04 予備費 500

01 予備費 500

令和　８年度 当初予算実施計画
収益的収入及び支出

支  出

備　　　考
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 款 項 目 予 定 額
（千円）

03 資本的収入 31,397

03 他会計出資 30,497

   金

01 他会計出資 30,497 一般会計出資金

   金

06 負担金等 900

01 受益者分担 900 新規加入者分担金

   金

令和　８年度 当初予算実施計画
資本的収入及び支出

収  入

備　　　考
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 款 項 目 予 定 額
（千円）

04 資本的支出 56,850

01 建設改良費 900

01 建設改良費 900 施設等建設改良費

03 企業債償還 55,450

   金

01 建設企業債 55,450 企業債元金償還金

   元金償還金

06 予備費 500

01 予備費 500

備　　　考

令和　８年度 当初予算実施計画
資本的収入及び支出

支  出
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公共下水道事業　　間接法 (単位　円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　減価償却費

　　固定資産除却費

　　減損損失

　　貸倒引当金の増減額

　　引当金の増減額

　　長期前受金戻入

　　受取利息及び配当金

　　支払利息

　　固定資産売却損益

　　未収金の増減額

　　未払金の増減額

　　たな卸資産の増減額

　　前払金・前払費用の増減額

　　前受金・前受収益の増減額

　　預り金の増減額

　　その他流動資産

　　その他流動負債

　　小計

　　利息及び配当金の受取額

　　利息の支払額

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュフロー

　　固定資産の取得による支出

　　固定資産の売却による収入

　　補助金による収入

　　他会計補助金による収入

　　負担金による収入

　　短期有価証券の取得による支出

　　短期有価証券の売却による収入

　　他会計借入金の返還による支出

　　投資活動によるキャッシュフロー

4,579,000

令和８年度  当初予算キャッシュフロー計算書

(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

△ 33,590,656

95,862,000

0

0

0

0

△ 44,998,000

0

△ 4,579,000

0

△ 6,043,962

6,792,100

0

0

0

0

0

0

22,600,482

0

18,021,482

△ 728,182

0

△ 90,000

0

900,000

0

0

0

81,818
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３　財務活動によるキャッシュフロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

　　建設改良等の企業債財源に充てるための企業債の償還による支出

　　その他の財源に充てるための企業債による収入

　　その他の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　建設改良等の財源に充てるための借入金による収入

　　建設改良等企業債等の財源に充てるための借入金の償還による支出

　　その他の財源に充てるための借入金による収入

　　その他の財源に充てるための借入金の償還による支出

　　長期貸付金による支出

　　長期貸付金返還による収入

　　一時借入による収入

　　一時借入金の返済による支出

　　短期貸付金による支出

　　短期貸付金返還による収入

　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュフロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

0

0

△ 55,450,000

0

0

0

0

0

13,217,998

0

0

0

0

0

0

30,497,000

△ 24,953,000

△ 6,849,700

20,067,698
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報 酬

（千円）

　 期末手当

職員手当 （千円）

695

の 内 訳 617

78 026

住居手当

429

退職手当

（千円）

0280

280

（千円）

0

職員手当

（千円）

36

465

前 年 度

比 較

0

0

1

0

311

115

１．特 別 職　　該当なし

備      考

（千円）

２．一 般 職

（１）総　括

区 分

本 年 度

合 計

管理職手当

0

給         与         費

計

（千円）

0 102

給 料

217

通勤手当

（千円）

（千円）

扶養手当

5,990

772

285

1

（千円）

6,762

（千円）

2,246 5,104 886

224

勤勉手当

585

519

240 308

　

共 済 費

（千円）（千円）

1

1,110

地域手当

前 年 度

比 較

職 員 数

（人）

2,858

3,098

66

給　与　費　明　細　書

（注）本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額426千円が含まれる。本年度
の法定福利費には、翌年度6月末期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額202千円が含ま
れる。

1 0

548

区 分

本 年 度

（千円）

2,554 5,652

（２）給料及び職員手当の増減額の明細
増減額

（千円）

職員の異動・退職等の状況

 採　　用   0人

 退　　職 　0人

 異　　動 　0人

　0人

差　　引 0人

(他会計から下水会計へ)

(下水会計から他会計へ)

昇給に伴う増加分 240

給与の改定に伴う増減額 0

備　　　　　　考

給 料

区分

そ の 他 の 増 減 分

240

増減事由別内訳（千円）

0 職員の異動・退職等に伴う増減分

説　　　　　　　明

増減額

（千円）

職員の異動・退職等に伴う増減分

0  勤勉手当 0

0  通勤手当 0

0  管理職手当 0

0  扶養手当 0

支給要件の異動・昇給等に伴う増減分

 地域手当 102  扶養手当 0

 期末手当 78  通勤手当 26

 勤勉手当 66  住居手当 0

 児童手当 0  退職手当 36

 管理職手当 0  特殊勤務手当 0

職員手当 308

制度改正に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分 308

 住居手当

 退職手当

区分 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　　明

 児童手当

備   考

 期末手当
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（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比
（人） （％） （人） （％）

区　　　　　　分

一　　般　　行　　政　　職

級 級 計

  　平 均 年 齢（歳）

  　平 均 給 料 月 額（円）

  　平 均 給 与 月 額（円）

  　平 均 年 齢（歳）

240,500

297,160

27.00

区　　  　　　　　　分 一　般　行　政　職

251,100

315,717

28.00

  　平 均 給 料 月 額（円）

  　平 均 給 与 月 額（円）

令和8年4月1日

１級 ５級

２級 ６級

３級 ７級

４級

0

0.0

令和7年4月1日

１級 ５級

２級 ６級

３級 ６級

４級

0.00

0.0 0 0.0

1 100.0 0

100.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0

1

0.000.00

0 0.0

職員数

（人）
1

100

令和8年4月1日

令和7年4月1日

0 0.0 0 0.0

1

100

構成比

（％）

職員数

（人）

構成比

（％）

ウ　昇給

職    員    数  （Ａ）  　（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ）　  （人）

比    率（Ｂ） ／

職    員    数  （Ａ）  　（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ）　  （人）

比    率（Ｂ） ／

エ　地域手当

　　　支　　　給　　　率　　　　　（％）
　　　支　給　対　象　職　員　　　（人）
　　　国の指定基準に基づく支給率　（支給率：％）

号 給 数 別 内 訳
   ３号給（人） 0 0

   ８号給（人）

1

0

1

0

   ２号給（人） 0

0

0

0

100

1

1

1

0

0

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職
区　　　　　　　　　分

本
　
年
　
度

0

0

1

0

号 給 数 別 内 訳

0

100

合　　　　計

1

1

0

1

0

   １号給（人）

   ２号給（人）

   ３号給（人）

   ８号給（人）

（Ａ）　（％）

   ４号給（人）

   ６号給（人）

   １号給（人）

   ４号給（人）

　　　　　支　給　対　象　地　域

1

0

0

100（Ａ）　（％）

0
前
　
年
　
度

1

1

100

0

8

東栄町
7
1

   ６号給（人）
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款 項 事業名 年度 年割額

国県

支出金
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

４ １ 令和 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 35.0
7年度

令和 37,422 18,711 0 0 18,711 0 0 37,422 37,422 0 65.0
8年度

計 37,422 18,711 0 0 18,711 0 0 37,422 37,422 0 100.0

継続費に関する調書

資本
的支
出

建設
改良
費

東栄町特
定環境保
全公共下
水道ス
トックマ
ネジメン
ト計画策
定業務委
託

当該年
度末ま
での支
払義務
発生予
定額

前々年
度末ま
での支
払義務
発生額

前年度
末まで
の支払
義務発
生(見
込)額

翌年度
以降支
払義務
発生予
定額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

継続費
の総額
に対す
る進捗
率

全　　　体　　　計　　　画

地方債 その他

特　定　財　源
一般
財源

左　の　財　源　内　訳

― 9 ―



公共下水道事業 (単位　円)
１　営業収益

（１）下水道使用料 42,031,819

（２）受託工事収益 0

（３）その他営業収益 3,000 42,034,819

２　営業費用

（１）下水道管理費 62,379,462

（２）減価償却費 95,862,000

（３）資産減耗費 0

（４）その他営業費用 0 158,241,462

　営業損失 116,206,643

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 0

（２）他会計補助金 42,196,000

（３）長期前受金戻入 44,998,000

（４）雑収益 987 87,194,987

４　営業外費用

（１）支払利息及び

　　　企業債取扱諸費 4,579,000

（２）雑支出 0 4,579,000 82,615,987

　　経常利益 △ 33,590,656

５　特別利益

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0

（３）その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）減損損失 0

（３）災害による損失 0

（４）過年度損益修正損 0

（５）その他特別損失 0 0 0

　　当年度純損失 33,590,656

　　前年度繰越利益剰余金 △ 12,271,965

　　その他未処分利益剰余金

　　変動額

　　当年度未処分利益剰余金 △ 45,862,621

令和８年度  当初予算予定損益計算書

(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

－　10　－



公共下水道事業 (単位　円)

１　固定資産

（１）有形固定資産
　イ　土地 204,935,524
　ロ　建物 178,333,733

　　　減価償却累計額 △ 23,307,396 155,026,337
　ハ　構築物 1,765,308,622
　　　減価償却累計額 △ 221,546,145 1,543,762,477
　ニ　機械及び装置 484,367,005
　　　減価償却累計額 △ 162,528,047 321,838,958
　ホ　車両運搬具 0
　　　減価償却累計額 0 0
　ヘ　工具・器具及び備品 870,461
　　　減価償却累計額 △ 783,708 86,753
　ト　リース資産 0
　　　減価償却累計額 0 0
　チ　その他有形固定資産 0
　　　減価償却累計額 0 0
　リ　建設仮勘定 38,186,455
　　有形固定資産合計 2,263,836,504
（２）無形固定資産
　イ　借地権 0
　ロ　地上権 0
　ハ　特許権 0
　ニ　施設利用権 0
　ホ　その他無形固定資産 0
　　無形固定資産合計 0
（３）投資その他の資産
　イ　投資有価証券 0
　ロ　出資金 0
　ハ　長期貸付金 0
　ニ　貸倒引当金 0
　ホ　基金 0
　ヘ　その他投資 0
　　投資その他資産合計 0
　　固定資産合計 2,263,836,504
２　流動資産
（１）現金預金 13,217,998
（２）未収金 26,127,046
　　　貸倒引当金 0 26,127,046
（３）有価証券 0
（４）受取手形 0
（５）貯蔵品 0
（６）短期貸付金 0
（７）前払費用 0
（８）前払金 0
（９）未収収益 0
（１０）その他流動資産 0
　　流動資産合計 39,345,044
３　繰延資産
　　資産合計 2,303,181,548

令和８年度  当初予算予定貸借対照表

(令和９年３月３１日)

資産の部

－　11　－



４　固定負債
（１）企業債 193,504,323
（２）他会計借入金 0
（３）リース債務 0
（４）引当金 0
（５）その他固定負債 0
　　固定負債合計 193,504,323
５　流動負債
（１）一時借入金 0
（２）企業債 58,587,346
（３）他会計借入金 0
（４）リース債務 0
（５）未払金 33,181,383
（６）未払費用 0
（７）前受金 0
（８）前受収益 0
（９）引当金 472,205
（１０）その他流動負債 0
　　流動負債合計 92,240,934
６　繰延収益
　　　長期前受金 1,118,256,961
　　　収益化累計額 △ 187,966,545
　　繰延収益合計 930,290,416
　　負債合計 1,216,035,673

７　資本金 1,133,008,496
８　剰余金
（１）資本剰余金
　イ　再評価積立金 0
　ロ　受贈財産評価額 0
　ハ　寄附金 0
　ニ　補助金 0
　ホ　その他資本剰余金 0
　　資本剰余金合計 0
（２）利益剰余金
　イ　減債積立金 0
　ロ　利益積立金 0
　ハ　建設改良積立金 0
　ニ　その他積立金 0
　ホ　当年度未処分利益剰余金 △ 45,862,621
　　利益剰余金合計 △ 45,862,621
　　剰余金合計 △ 45,862,621
　　資本合計 1,087,145,875
　　負債資本合計 2,303,181,548

負債の部

資本の部

－　12　－



－ 13 － 

注記表（令和８年度） 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

 ア  有形固定資産（リース資産を除く） 

 ・減価償却の方法 

 定額法 

 ・主な耐用年数 

建物        １０～５０年 

構築物       １０～５０年 

機械及び装置     ６～２０年 

工具器具及び備品   ５～１５年 

 イ  無形固定資産（リース資産を除く） 

該当なし 

ウ  リース資産 

該当なし 

（２） 引当金の計上方法 

ア  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末の支給見込み額に

基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して

いる。 

イ  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

の支出見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か

月分）を計上している。 

（３） その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．キャッシュ・フロー計算書等 

重要な非資金取引 

該当なし 

 

３．予定貸借対照表等 

後年度において一般会計が負担する企業債の償還に係る負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償
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還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、126,045 千円

である。 

 

４．セグメント情報 

特定環境保全公共下水道事業単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

５．減損損失 

該当なし 

 

６．重要な後発事象 

該当なし 

 

７．その他 

  該当なし 



公共下水道事業　　間接法 (単位　円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　減価償却費

　　固定資産除却費

　　減損損失

　　貸倒引当金の増減額

　　引当金の増減額

　　長期前受金戻入

　　受取利息及び配当金

　　支払利息

　　固定資産売却損益

　　未収金の増減額

　　未払金の増減額

　　たな卸資産の増減額

　　前払金・前払費用の増減額

　　前受金・前受収益の増減額

　　預り金の増減額

　　その他流動資産

　　その他流動負債

　　小計

　　利息及び配当金の受取額

　　利息の支払額

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュフロー

　　固定資産の取得による支出

　　固定資産の売却による収入

　　補助金による収入

　　他会計補助金による収入

　　負担金による収入

　　短期有価証券の取得による支出

　　短期有価証券の売却による収入

　　他会計借入金の返還による支出

　　投資活動によるキャッシュフロー

令和７年度  決算見込キャッシュフロー計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

△ 27,406,770

103,823,000

6,453,000

0

0

0

△ 48,328,000

0

4,862,000

0

△ 13,766,629

△ 5,974,400

0

0

0

0

0

0

19,662,201

0

△ 4,862,000

14,800,201

△ 152,240,973

0

35,295,591

0

818,182

0

0

0

△ 116,127,200
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３　財務活動によるキャッシュフロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

　　建設改良等の企業債財源に充てるための企業債の償還による支出

　　その他の財源に充てるための企業債による収入

　　その他の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　建設改良等の財源に充てるための借入金による収入

　　建設改良等企業債等の財源に充てるための借入金の償還による支出

　　その他の財源に充てるための借入金による収入

　　その他の財源に充てるための借入金の償還による支出

　　長期貸付金による支出

　　長期貸付金返還による収入

　　一時借入による収入

　　一時借入金の返済による支出

　　短期貸付金による支出

　　短期貸付金返還による収入

　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュフロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

12,000,000

△ 58,588,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

40,201,818

△ 6,386,182

△ 107,713,181

127,780,879

20,067,698
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公共下水道事業 (単位　円)
１　営業収益

（１）下水道使用料 33,730,910

（２）受託工事収益 0

（３）その他営業収益 3,000 33,733,910

２　営業費用

（１）下水道管理費 68,581,764

（２）減価償却費 103,823,000

（３）資産減耗費 6,453,000

（４）その他営業費用 0 178,857,764

　営業損失 145,123,854

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 0

（２）他会計補助金 74,334,000

（３）長期前受金戻入 48,328,000

（４）雑収益 992 122,662,992

４　営業外費用

（１）支払利息及び

　　　企業債取扱諸費 4,862,000

（２）雑支出 83,908 4,945,908 117,717,084

　　経常利益 △ 27,406,770

５　特別利益

（１）固定資産売却益 0

（２）過年度損益修正益 0

（３）その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１）固定資産売却損 0

（２）減損損失 0

（３）災害による損失 0

（４）過年度損益修正損 0

（５）その他特別損失 0 0 0

　　当年度純損失 27,406,770

　　前年度繰越利益剰余金 15,134,805

　　その他未処分利益剰余金

　　変動額

　　当年度未処分利益剰余金 △ 12,271,965

令和７年度  当初予定損益計算書（前年度）

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)
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公共下水道事業 (単位　円)

１　固定資産

（１）有形固定資産
　イ　土地 204,935,524
　ロ　建物 178,333,733

　　　減価償却累計額 △ 17,480,396 160,853,337
　ハ　構築物 1,765,308,622
　　　減価償却累計額 △ 166,153,145 1,599,155,477
　ニ　機械及び装置 484,367,005
　　　減価償却累計額 △ 128,082,047 356,284,958
　ホ　車両運搬具 0
　　　減価償却累計額 0 0
　ヘ　工具・器具及び備品 870,461
　　　減価償却累計額 △ 587,708 282,753
　ト　リース資産 0
　　　減価償却累計額 0 0
　チ　その他有形固定資産 0
　　　減価償却累計額 0 0
　リ　建設仮勘定 37,368,273
　　有形固定資産合計 2,358,880,322
（２）無形固定資産
　イ　借地権 0
　ロ　地上権 0
　ハ　特許権 0
　ニ　施設利用権 0
　ホ　その他無形固定資産 0
　　無形固定資産合計 0
（３）投資その他の資産
　イ　投資有価証券 0
　ロ　出資金 0
　ハ　長期貸付金 0
　ニ　貸倒引当金 0
　ホ　基金 0
　ヘ　その他投資 0
　　投資その他資産合計 0
　　固定資産合計 2,358,880,322
２　流動資産
（１）現金預金 20,067,698
（２）未収金 19,993,084
　　　貸倒引当金 0 19,993,084
（３）有価証券 0
（４）受取手形 0
（５）貯蔵品 0
（６）短期貸付金 0
（７）前払費用 0
（８）前払金 0
（９）未収収益 0
（１０）その他流動資産 0
　　流動資産合計 40,060,782
３　繰延資産
　　資産合計 2,398,941,104

令和７年度  当初予定貸借対照表（前年度）

(令和８年３月３１日)

資産の部
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４　固定負債
（１）企業債 248,954,323
（２）他会計借入金 0
（３）リース債務 0
（４）引当金 0
（５）その他固定負債 0
　　固定負債合計 248,954,323
５　流動負債
（１）一時借入金 0
（２）企業債 58,587,346
（３）他会計借入金 0
（４）リース債務 0
（５）未払金 26,299,283
（６）未払費用 0
（７）前受金 0
（８）前受収益 0
（９）引当金 472,205
（１０）その他流動負債 0
　　流動負債合計 85,358,834
６　繰延収益
　　　長期前受金 1,117,356,961
　　　収益化累計額 △ 142,968,545
　　繰延収益合計 974,388,416
　　負債合計 1,308,701,573

７　資本金 1,102,511,496
８　剰余金
（１）資本剰余金
　イ　再評価積立金 0
　ロ　受贈財産評価額 0
　ハ　寄附金 0
　ニ　補助金 0
　ホ　その他資本剰余金 0
　　資本剰余金合計 0
（２）利益剰余金
　イ　減債積立金 0
　ロ　利益積立金 0
　ハ　建設改良積立金 0
　ニ　その他積立金 0
　ホ　当年度未処分利益剰余金 △ 12,271,965
　　利益剰余金合計 △ 12,271,965
　　剰余金合計 △ 12,271,965
　　資本合計 1,090,239,531
　　負債資本合計 2,398,941,104

負債の部

資本の部
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注記表（令和７年度） 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

 ア  有形固定資産（リース資産を除く） 

 ・減価償却の方法 

 定額法 

 ・主な耐用年数 

建物        １０～５０年 

構築物       １０～５０年 

機械及び装置     ６～２０年 

工具器具及び備品   ５～１５年 

 イ  無形固定資産（リース資産を除く） 

該当なし 

ウ  リース資産 

該当なし 

（２） 引当金の計上方法 

ア  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末の支給見込み額に

基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上して

いる。 

イ  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末

の支出見込み額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か

月分）を計上している。 

（３） その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

ア  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２．キャッシュ・フロー計算書等 

重要な非資金取引 

該当なし 

 

３．予定貸借対照表等 

後年度において一般会計が負担する企業債の償還に係る負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償
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還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、153,770 千円

である。 

 

４．セグメント情報 

特定環境保全公共下水道事業単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

５．減損損失 

該当なし 

 

６．重要な後発事象 

該当なし 

 

７．その他 

  該当なし 



款 項 目 予 定 額 節・細節 金額

（千円） （千円）

01 下水道事業 133,862

   収益

01 営業収益 46,238

01 下水道使用 46,235

   料

010 下水道使用 46,235 公共下水道使用料 46,235

    料

03 その他営業 3

   収益

040 手数料 3 公共下水道手数料 3　

　責任技術者登録手数料 1

　工事店登録手数料 1

　督促手数料 1

02 営業外収益 87,624

02 他会計補助 42,196

   金

010 他会計補助 42,196 一般会計補助金 42,196　

    金 　企業債利息 2,519

　運営補てん金 39,677

03 長期前受金 44,998

   戻入

010 国庫補助金 30,449 長期前受金 30,449

020 県補助金 154 長期前受金 154

030 負担金・分 4,887 長期前受金 4,887

    担金

040 受贈資産評 9,508 長期前受金 9,508

    価額

04 消費税及び 429

   地方消費税

   還付金

010 消費税及び 429 消費税還付金 429

    地方消費税

    還付金

05 雑収益 1

030 その他雑収 1 コピー代等 1

    益

令和　８年度 当初予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

収  入

明　　　細
備　　　考
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款 項 目 予 定 額 節・細節 金額

（千円） （千円）

02 下水道事業 168,862

   費用

01 営業費用 163,783

01 下水道管理 67,921

   費

010 給料 3,098

020 手当 2,178

 010 期末手当 464

 020 勤勉手当 390

 030 扶養手当 1

 040 通勤手当 311

 045 地域手当 217

 050 住居手当 280

 060 時間外手当 50

 090 退職手当 465

030 賞与引当金 426 賞与引当金

    繰入額 （期末手当） 231

（勤勉手当） 195

050 法定福利費 908 共済組合負担金 893

公務災害補償基金 15

 010 共済組合負 893

     担金

 020 社会保険料 15

055 法定福利費 202

    引当金繰入

    額

060 旅費 16 普通旅費 16

080 備消品費 1,648 消耗品費 1,648

090 材料費 40 修繕材料購入費 40

110 光熱水費 11,057 電気料 11,000

簡易水道使用料 57

130 燃料費 46 燃料費 46

140 印刷製本費 139 印刷製本費 139

160 修繕費 11,496 施設及び機器修繕費 11,496

185 貸倒引当金 463

    繰入額

190 通信運搬費 897 通信回線使用料 806

郵便料 91

200 手数料 101

210 委託料 33,632 浄化センター等維持管理委託料

26,469

汚泥搬出運搬処分委託料 3,350

消防設備点検委託料 80

電気保安管理委託料 323

浄化センター等環境整備委託料

307

監視制御装置保守点検委託料 990

遠心脱水機点検委託料 496

会計指導業務委託料 220

公営企業会計システム保守料 995

　（簡易水道事業と折半）

台帳システム保守料 275

　（簡易水道事業と折半）

業務支援システムサポート 55

費用

料金改定データ変換登録作業 72

委託

220 賃借料 1,291 重機等借上料 105

下水道用地借上料 17

料金計算システム借上料 1,169

270 雑費 283 火災保険料 283

令和　８年度 当初予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

支  出

明　　　細
備　　　考
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款 項 目 予 定 額 節・細節 金額

（千円） （千円）

02 減価償却費 95,862

010 有形固定資 95,862 建物 5,827

    産減価償却 構築物 55,394

    費 機械及び装置 34,445

工具器具及び備品 196

02 営業外費用 4,579

01 支払利息及 4,579

   び企業債取

   扱諸費

010 企業債利息 4,579 企業債利息 4,579

04 予備費 500

01 予備費 500

010 予備費 500 予備費 500

令和　８年度 当初予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

支  出

明　　　細
備　　　考
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款 項 目 予 定 額 節・細節 金額

（千円） （千円）

03 資本的収入 31,397

03 他会計出資 30,497
   金

01 他会計出資 30,497

   金

010 他会計出資 30,497 一般会計出資金 30,497　

    金 　企業債元金償還金 30,497

06 負担金等 900

01 受益者分担 900

   金

010 受益者分担 900 新規加入者分担金 900

    金

令和　８年度 当初予算実施計画明細書
資本的収入及び支出

収  入

明　　　細
備　　　考
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款 項 目 予 定 額 節・細節 金額

（千円） （千円）

04 資本的支出 56,850

01 建設改良費 900
01 建設改良費 900

150 工事請負費 900 新規公共桝設置工事 900

03 企業債償還 55,450

   金

01 建設企業債 55,450

   元金償還金

010 建設企業債 55,450 企業債元金償還金 55,450

    元金償還金

06 予備費 500

01 予備費 500

010 予備費 500 予備費 500

令和　８年度 当初予算実施計画明細書
資本的収入及び支出

支  出

明　　　細
備　　　考
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